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１（１）地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化 

             

「地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化」計画推進部会長 渡辺俊樹 

（名古屋大学大学院環境学研究科） 

 

地震現象と火山噴火現象の理解を深めるとともに、それらの予測精度の向上を目指し

て、日本列島全域に稠密な地震・地殻変動等の観測網、および全国の主な火山に地震・

地殻変動・重力等の火山活動観測網が整備されてきた。本計画においても、これらの観

測網を着実に維持・更新し、得られたデータを活用した地震活動・地殻変動および火山

活動のモニタリングが進められてきた。本計画では、さらに、諸観測網の高密度化およ

び多項目化といった整備・強化、新たな観測・解析手法の導入、観測データのリアルタ

イム処理システムの開発と運用といったモニタリングシステムの高度化を図る研究が進

められた。  
各種の観測によって得られた成果は、各機関や関連のウェブで公開され、会報等にま

とめられているとともに、随時地震調査委員会や地震予知連絡会・火山噴火予知連絡会

などに提供されている。本計画期間中の 2011 年 3 月に東北地方太平洋沖地震が発生し観

測網も被災したが、現在に至るまで観測点の復旧や更新が継続して行われており、加え

て、観測網やデータ収集システムの災害に対する強靱化や観測網の拡充にも力が注がれ

ている。余震活動や余効変動のモニタリングによるこの巨大地震の全貌解明に加え、誘

発地震などの地震活動や火山活動の活発化の懸念から日本列島、特に東日本における地

震活動や地殻変動、火山活動のモニタリングとそのための技術開発が精力的に行われて

いる。また、本計画では南海トラフを対象として重点的にモニタリング研究が実施され

ており、過去の観測データ解析を加えて長期的な活動の解明と理解に向けた研究が行わ

れた。  
 

ア．日本列島域 

（地震観測によるモニタリングシステムの高度化） 

日本列島全域に整備された稠密な基盤的地震観測網の維持管理に努めた。東北地方太平洋

沖地震で被災した Hi-net 観測点の改修・移設・更新を継続した。また、地震計のセンサーの

稼働状況のモニタリングを行うシステムを開発した（防災科学技術研究所［課題番号：3001］）。

地震多発時の震源自動決定を行うためにパーティクルフィルタ法の性能評価を行い、一元化

震源と比較して良好な結果を得た（図１）。今後次期システムに取り込む検討を進めている。

地震活動異常を定量的に評価するシステムの安定運用を行い、伊豆東部の地震活動に関する

防災情報を改善した。自動 CMT 解析処理、遠地実体波および近地強震波形を用いた震源過程

解析を高度化し、解析結果を地震調査委員会および地震予知連絡会等で報告した（気象庁［課

題番号：7002, 7003, 7004, 7005］）。 

地震データ流通システムについては、高速広域ネットワーク JDXnet 上のデータ相互交換シ

ステムの改良および多項目観測化を進めており、今年度は SINET4 データセンターへの中継拠

点を本格運用させた。また、SINET と TDX を直結して強靱化を進めた（図２）。地殻変動連続

観測等データの流通を本流通に移行させ、データベースを公開した（東京大学［課題番号：

1401］）。 
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日本列島域のモニタリングシステムについては、震源、マグニチュード、メカニズム解を

即時推定する AQUA システム、深部低周波微動や超低周波地震のモニタリングを行う SPA シス

テム、西南日本で繰り返し発生している短期的スロースリップイベント(SSE)の自動検出シス

テム、地球潮汐、地震波干渉法などの各種モニタリングシステムの安定な運用を継続した。

これにより豊後水道沖および房総半島沖の SSE を検出した（防災科学技術研究所［課題番号：

3001］）。データ流通網で流通する高感度地震観測連続データから震源やメカニズム解などの

震源情報をモニタリングし、地殻活動の現況を概観できるウェブ閲覧システムを構築・運用

した。地震の理解や防災・減災に向けた知識普及や広報のために最新の映像表示技術である

複合現実感を用いたシステムを構築し、4 次元表示のコンテンツ制作を進めた。地震の発生・

位置・メカニズム（モーメントテンソル）解を完全自動で決定する GRiD MT の継続的な運用

と巨大地震への対応を行った（東京大学［課題番号：1401］）。 

地震波干渉法によるモニタリングを東北地方において実施し、K-net で記録された近地地

震のコーダ波の自己相関を用いて浅部地盤構造の時間変化を検出した。また、岩手山におけ

る短周期地震計アレイの地震波干渉法解析から、地球潮汐による地震波速度変化を世界で初

めて検出した（図３）（東北大学［課題番号：1201］、高野, 2014）。 

 

（地殻変動観測などによるモニタリングシステムの高度化） 

全国の GPS 連続観測網(GEONET)による地殻変動連続観測、水準測量、高度地域基準点

測量、絶対重力観測および地磁気連続観測、潮位連続観測を実施し、解析結果を公開し

た（国土地理院［課題番号：6001, 6002, 6003, 6004, 6005］、気象庁［課題番号：7001, 

7007］、海上保安庁［課題番号：8001, 8002］）。 

電子基準点の次世代 GNSS への対応及び防災能力向上等を図るため、観測機器の更新と

周辺機器の増強を行った。GEONET による日本列島全域の地殻変動・火山活動のモニタリ

ングでは、東北地方太平洋沖地震直後の地殻変動や継続している余効変動、2014 年 1 月

に発生した房総半島沖のスロースリップを検出した。気象庁等の震源情報を利用して、1

秒毎の地殻変動データを用いて震源断層モデルの即時推定を行う手法の検証を行い、地

震発生後 3 分以内にモーメントマグニチュードを推定できた（国土地理院［課題番号：

6001］）。解析ソフトの改良により、今後打ち上げ予定の「だいち 2 号」のデータ解析を

より高度に効率的に実施できるようになった（国土地理院［課題番号：6006］）。 

 

（火山におけるモニタリング） 

全国の活火山について、火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とさ

れた 47 火山において、地震計、空振計、GPS 等により連続的な監視観測を行っている。 

地震計、空振計、傾斜計、GPS 等の観測施設を整備、更新し、全国の火山について調査

的な機動観測を継続して実施した（気象庁［課題番号：7006］）。南方諸島及び南西諸島

の海域火山の定期巡回監視を実施した。特に西之島の火山活動について航空機による定

期的な目視観測および熱計測を実施した（図４）（海上保安庁［課題番号：8003］）。火山

におけるモニタリングを促進するために、大学、研究機関の地震計・傾斜計・空振計等

の観測データの共有化・流通を継続して実施した。 

活発な火山活動が続いている桜島について、航空機 SAR による観測を平成 25 年 9 月 19

日に実施し、火口の数値標高モデルを作成するとともに、平成 24 年の結果との比較を行
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い、火口付近の地形変化を捉えた（図５）（国土地理院［課題番号：6006］）。火山衛星画

像データベースに約 93,000 シーンの衛星画像を追加登録した（産総研［課題番号：5001］）。 

 

イ．地震発生・火山噴火の可能性の高い地域 

（日本海溝・千島海溝周辺） 

東北地方太平洋沖地震の震源域南端における正確な余震分布を把握することを目的と

して、茨城沖で行った海底地震計の設置間隔を 15 km 程度とした密な余震観測のデータ

解析を行った。この領域では本震時から連続して観測網が設置されており、余震活動の

時間変化を抽出し、破壊過程を理解することが可能なデータが蓄積されている。茨城沖

では東北沖地震後に震源の深さが 5 km 程度浅くなり、房総沖ではフィリピン海プレート

周辺での地震活動が活発になったことを明らかにした（図６）（東京大学［課題番号：1403］、

気象庁［課題番号：7008］）。 

 
（南関東と周辺域・伊豆） 

首都圏地震観測網(MeSO-net)で得られた地震の読み取り値を用いて地震波速度トモグ

ラフィ解析を行い、P 波速度、S 波速度、Vp/Vs の 3 次元分布が得られた。また、観測波

形のスペクトルのコーナー周波数から減衰構造のトモグラフィ解析を行った。関東下に

沈み込むフィリピン海プレートに起因すると考えられる減衰域が求められ、千葉県中部

に顕著な減衰域の存在が認められた（東京大学［課題番号：1402］）。全磁力観測及び長

基線地電位差観測を継続した。全磁力観測は機器の不調が散発したが、地電位差観測は

安定した観測を行うことができた（東京大学［課題番号：1402］）。 

 

（火山） 

活動的な火山において多項目観測によるモニタリングを継続し強化した。樽前山、有

珠山、北海道駒ケ岳、伊豆大島、富士山、伊豆東部、浅間山、霧島山、硫黄島において、

GPS 火山変動観測装置（REGMOS）による連続観測を継続し、樽前山、駒ヶ岳、富士山の

REGMOS を高度化した。八甲田山において GNSS 観測、桜島において水準測量および相対重

力観測を実施した（国土地理院［課題番号：6007］）。雌阿寒岳、草津白根山、三宅島、

伊豆大島、阿蘇山において全磁力連続観測および繰り返し観測を実施した。それぞれの

火山において様々な火山活動に伴った地磁気全磁力変化が認められた（気象庁［課題番

号：7009］）。火山観測網の維持管理および火山観測データの流通と公開を実施した（防

災科学技術研究所［課題番号：3002］）。 

阿蘇火山中岳火口周辺において、比抵抗連続観測システム ACTIVE による比抵抗モニタ

リングを継続実施した。1 次元構造解析の結果、レスポンス関数の低周波帯における変化

は地下 200～300 m における比抵抗変化に対応することが示された、今年度の観測結果か

らも、小噴火に先立って深部からの火山ガス供給が増加し、熱水だまり中の熱水が気相

卓越な状態となっていることが示唆された（京都大学［課題番号：1901］）。 

 

ウ。東海・東南海・南海地域 

本地域においては、定常・臨時の地震観測網、地殻変動観測網が特に密に配置されており、

重点的に観測が実施されている。歪計、傾斜計による地殻変動連続観測（国土地理院［課題
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番号：6008］）、レーザー式変位計、多成分歪計、体積歪計（気象庁［課題番号：7010, 7011］）、

地下水等総合観測（産総研［課題番号：5002］）、精密制御震源（名古屋大学［課題番号：1701］、

気象庁［課題番号：7011］）、海底地震計（東京大学［課題番号：1403］）、地磁気、絶対およ

び相対重力観測（東京大学［課題番号：1404］）海底地形調査（海上保安庁［課題番号：8004］）

など多項目の観測を実施している。 

地下水等総合観測点を 4 点整備して計 16 点とし、観測網全体のバックアップシステムを強

化した。産総研・防災科研・気象庁との共同研究により、歪・地下水・傾斜データをリアル

タイムで共有して解析するシステムを開発し、東海地域周辺で Mw 5 以上、紀伊半島～四国周

辺で Mw 5.5 以上の短期的スロースリップ(SSE)が検知できるようになった。短期的スロース

リップに伴う地下水圧変化を世界で初めて検出した（図７）（産総研［課題番号：5002］）。タ

ンクモデルを用いた体積ひずみ計の降水応答の補正手法の成果を現業での監視業務へ反映さ

せた（気象庁［課題番号：7010］）。 

東海地域では 2004 年から高密度の GPS 観測網を展開して観測を行っている。これまでに

得られたデータの解析から、プレート間固着の推定と監視、短期スローイベントの GPS によ

る検出、長期スローイベントの新解釈など多くの成果が得られた。今年度は、50 Hz サンプ

リングによる観測により 2013 年 9 月 20 日の福島県浜通り地震に伴う地震動を検出すること

に成功した（東京大学［課題番号：1404］）。銭洲岩礁において GPS 観測を実施し、これまで

に観測されたデータと合わせて再解析を行った。伊豆半島・銭洲岩礁の運動は PH（フィリピ

ン海プレート）-AM（アムールプレート）の剛体運動とは異なり、PH とは独立した剛体の変

位速度を有しており、IMP（伊豆マイクロプレート）の存在を支持した（図８）（名古屋大学

［課題番号：1701］）。 

磁場 3 成分観測とデータ解析により、従来の全磁力観測では見られなかった地磁気の異常

が繰り返し見いだされた。地磁気は数ヶ月規模で緩慢な減少と急激な回復という変化を繰り

返し、これらが近傍の地震や長周期地震と同期していることが見いだされた。重力観測を御

前崎と豊橋において継続して実施した。地殻流体の挙動を電磁気・重力の統合観測によって

捉えることを目的としたモデル構築を行った（東京大学［課題番号：1404］）。 

精密制御震源によるモニタリングでは、中部・東海地方の Hi-net 及び大学の約 100 点の定

常地震観測点の連続地震波形データを日々自動処理するシステムを構築した。Hi-net 観測点

の収録装置のサンプリング・クロックの精度と安定性についての評価を行い、ms 以下の年周

変化と地震に伴うステップ状の走時変化をより明瞭に認識できた。また、震源－観測点の走

時の変化率に方位依存性が見いだされ、PH の沈み込みに伴うテクトニックな応力に起因する

異方性である可能性を示唆した（名古屋大学［課題番号：1701］）。 

紀伊半島における陸域地震観測の解析を継続して進めた。臨時観測点に定常観測点を加え

てレシーバ関数解析による速度不連続面の 2 次元イメージングを行い、地震波走時トモグラ

フィーにより紀伊半島下の深さ 60 km までの P 波速度（Vp）、S 波速度（Vs）の 3 次元構造と

Vp/Vs の 3 次元分布を推定した。深部低周波イベントの発生域周辺では、Vp、Vs とも低速度

異常を示し、Vp/Vs が比較的大きな値を取ることから、流体が存在することが示唆された。

また、紀伊半島北西部の下部地殻に強い低速度異常域が見られ、下部地殻の低速度域から上

昇する流体により上部地殻内で地震活動が非常に活発になっていることが示唆された（京都

大学［課題番号：1801］）。平成 20 年からの 5 カ年にわたり実施した紀伊半島沖における広帯

域海底地震計と長期観測型海底地震計を用いた海底地震観測のデータには、南海トラフ沿い
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で発生した超低周波地震が記録され、発生数と潮汐との関係が示唆された（図９）（東京大学

［課題番号：1403］）。 

広域の地殻変動検出手法である InSAR 解析では、紀伊半島と四国を対象に ALOS/PALSAR デ

ータの解析を継続して行った。電離層擾乱の影響を目視で除去した上で、GNSS の変位と比較

して系統誤差を評価し補正した結果、おおむね GEONET の変位場に整合的な結果を得た（図

11）（京都大学［課題番号：1801］）。東海～四国にかけて水準測量と潮位を解析し、紀伊半島

において 1980年以降に Mw6.5以上の長期的スロースリップが発生していないことを確認した

（気象庁［課題番号：7011］）。四国周辺域（四国～紀伊半島、中国地方）での応力多重逆解

法によって推定された不均質な応力場の特徴と GPS の速度場から求めたひずみ場の特徴が合

致することがわかった（高知大学［課題番号：2101］）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 地震・火山噴火現象の解明と予測において、活動の長期定常的なモニタリングは最重

要の項目であり、今計画に至るまで、地震・火山観測網の着実な維持・更新が図られて

きた。今計画では、特に諸観測網の高密度化および多項目化に重点を置くとともに、観

測データのリアルタイム処理あるいは逐次処理システムの開発と整備を進め、システム

を高度化した。新たな観測技術やデータ処理手法が実際にモニタリング手法としてシス

テムに実装されるなど技術開発が着実に進展した。その結果、多くの科学的成果や新し

い知見が得られた。 

地震・火山現象のモニタリングの成果を現象の予測へとつなげるためも、個別の研究

課題を着実に進展させるばかりでなく、研究者・研究機関の連携をさらに進め、観測網

のデータを交換・共有し最大限に活用することが必要である。データ交換・共有は地震

や GPS 等のデータ流通として実現しているだけでなく、今計画でも、新たに地殻変動デ

ータの流通・公開システムや研究機関の共同研究といった試みが実現した。データ交換

によってモニタリングの検知能力を向上させることが可能であることも明らかとなった。

また、今計画では、プレート境界の構造や物性、固着・すべりに関する解析が集中的に

進められたことによって、同一地域における複数の観測データの総合的解析とモデル化

への試みが始められた。 

東北地方太平洋沖地震により観測網やデータ収集システムも被災した。観測点の復旧

には可能な限り速やかな対応がとられたが、地震や火山噴火発生時にもモニタリングシ

ステムを維持し、科学的に重要なデータを確実に取得するために、また、防災や減災に

役立てる事前予測・即時予測の情報発信を行うために、観測点や通信網、データ収集シ

ステムの災害に対する強靱化を図る必要がある。特に、これまで観測が十分でなかった

海域における連続データのリアルタイム収集が可能な観測網の構築とそれによるモニタ

リングは重要である。地震発生前とは異なる応力状態となったとされる日本列島におい

て進行している地殻活動現象をモニタリングし、今後の活動の推移を予測することは科

学的にも社会的にも重要である。 

今後の課題として、モニタリングを長期安定して行うための技術開発と体制の整備を

検討する必要があると考えられる。観測網の拡充によって観測データ量は増大し続けて

おり、今後、かつてない大量の観測データを観測・収集・流通・解析・保存することに

なるが、これを有効に活用するには新しい発想によるデータの扱いと解析の自動化の検
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討が必要である。また、インフラ化した観測網の維持管理、老朽化の対応や観測技術の

継承など課題は多く、研究基盤を維持していく体制の整備が不可欠である。また、各種

の観測データや科学的知見を、地震・火山現象の解明と理解、予測に向けた研究へとつ

なげていくために、研究者間で積極的に議論を進めていく必要がある。リアルタイムで

送られてくる観測データを瞬時に処理・解析して即座に情報発信し、防災や減災に役立

てる事前予測・即時予測のための技術開発や体制の整備が必要であるとともに、受け手

を考慮した適切な情報発信のあり方などこれまでの科学的観点では扱えない社会的な観

点を視野に入れる必要があるものと考える。 
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図１．一元化震源とパーティクルフィルタ法による震源の比較（気象庁［課題番号：7002］） 

2013年12月1日～7日の一元化震源（左）、パーティクルフィルタ法による震源（中央）の震央分

布と一元化震源に対するパーティクルフィルタ法の領域毎の震源決定率（右）。震源決定率の分

布において、青色は震源決定率が低いことを、赤色は高いことを示す。 

 

 

 

図２．SINET4 による JDXnet の概念図（JGN-X 部分は省略）（東京大学［課題番号：1401］） 
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図３．岩手山北東山麓におけるアレイ観測データを用いた地球潮汐に伴う地震波速度変化検

出の結果（東北大学［課題番号：1201］） 

上：地球潮汐による膨張時と収縮時の微動の相互相関関数（CCF）の比較（観測点 1 と観測点

2 のペア、周波数 1-2Hz）。赤が膨張時の CCF，青が収縮時の CCF。収縮時の方が位相が遅れて

いるように見える。 

下：黒丸は膨張時に対する収縮時の時間差のラグタイム依存性を示し、直線フィットの結果

が緑線である。赤丸は相互相関係数を示す[高野，2014]。 
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図４．「西之島」活動状況（海上保安庁［課題番号：8003］） 

左：空中写真。コックステールジェットが確認できる（平成 25 年 11 月 20 日） 

右：熱計測結果。溶岩流の状況が確認できる（平成 26 年２月 11 日） 

 
 
図５．航空機SARで把握した桜島の火口付近の地形変化（国土地理院［課題番号：6006］） 

航空機SARから作成した平成24年と平成25年の標高データを比較し、南岳東壁部、昭和火口北

壁部、昭和火口南斜面に5m以上の変化が生じていることが確認できた。 

 



- 54 - 

 
 

図６．震源域南部における余震活動（東京大学［課題番号：1403］） 

2011 年 10 月から 2012 年 11 月上旬までの 1606 個の地震に対して震源決定を行い、水平方向

で 5km、深さ方向で 3km 以下の誤差で 458 個の再決定震源を得た。 
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図７．2012年10月に三重県直下で発生した短期的ゆっくり滑りに伴う産総研のANO観測点（三

重県津市）での地下水圧変化（産総研［課題番号：5002］） 

ANO観測点には観測井戸が3つあり、その内の孔1(ストレーナ深さ：499-514m)と孔2（ストレ

ーナ深さ：196-209ｍ）で地下水圧が10月2-4日に顕著に変化した。孔1と孔2は地下水位が地

表より上に来るので孔を密閉して水圧で測定を行なっている。水平ひずみのnstrainは10-9の

ひずみを意味する。N38Eは北から東まわりに38度回転した方向という意味。地下水圧と水平

ひずみは潮汐・気圧・影響を除去してある。地下水圧についてはさらに降雨の影響も除去し

てある（Kitagawa and Koizumi,2013）。 
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図８．AM準拠の速度場とPH-AMの剛体運動（名古屋大学［課題番号：1701］） 

変位速度の推定期間は2004年5月31日より2010年8月25日。黒・赤矢印でAMに対する変位速度

を、Sella et al. (2002) のオイラーベクトルより計算されるPH-AMの剛体運動を水色太矢印

で示した。橙色の破線はNishimura (2011) によって示されたPHとIMPの境界を示す。緑線で

囲んだ領域をIMPと仮定し、その領域内の20観測点の速度ベクトルを用いてIMP-AMの剛体運動

を推定した。観測値の速度成分および速度の方位角の経度・緯度方向の変化には伊豆半島お

よび伊豆諸島の観測点データを用いた。それぞれ、赤・青・灰色の丸はIMP境界より西部に位

置する観測点データを、赤・青・灰色の四角はIMP境界より東部に位置する観測点データであ

ることを示す。 
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図９．GEONET変位を用いて補正したスタッキング干渉画像（京都大学［課題番号：1801］） 

東からパス417〜420。 

 


